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（事業の目的） 

第 1 条  社会福祉法人日本キングス・ガーデンは、常総広域障害者支援施設「常総ふれあ

いの杜」の管理運営において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律の理念に基づき、利用者がその有する能力に応じ自立した生活を送れるよう、適

正な障害福祉サービスを提供することを目的とする。 

（運営の方針） 

第 2 条  利用者が、可能な限り、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが出

来るよう、食事、入浴、排泄その他の日常生活上の支援及び機能訓練等を行うことによ

り、利用者の心身の機能の維持に努めるものとする。 

2 事業所は利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って障害福祉サービス

を提供するよう努めるものとする。 

3 事業所は地域や家族との結びつきを重視した運営を行い、関係市町村、地域の保健・医

療・福祉サービス機関等との連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

（事業所の名称） 

第 3 条  この事業を行う事業所の名称は 常総広域障害者支援施設「常総ふれあいの杜」

（以下「事業所」という）と称する。 

2 事業所は、茨城県常総市大生郷町字新畑 1880 番地に事務所を設置する。 

（実施主体） 

第４条 事業の実施主体は、常総地方広域市町村圏事務組合とする。 

（実施する障害福祉サービスの種類） 

第５条 事業所が実施する障害福祉サービスは次のとおりである。 

（1） 生活介護事業   

（2） 施設入所支援   

（3） 短期入所事業  

（職員の職種、員数、及び職務内容） 

第 6 条  事業所に勤務する職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

1．管理者（施設長）  1 名 

事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに、法令等において規定

されている障害福祉サービスの実施に関し、事業所の職員に対して遵守させるため

の必要な管理指導を行う。 

2．サービス管理責任者  1 名以上 

  サービス管理責任者は、個々の利用者について、アセスメント、個別支援計画の作

成、継続的な評価等を行い、サービス内容と実施の手順に係る職員の指導などを行う。 

3．医師  1 名（嘱託）以上 

利用者の診療及び、施設の保健衛生の管理指導を行う。 

4．相談員  1 名以上 
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利用者及び家族の必要な相談に応じるとともに、適切なサービスが提供されるよう、

事業所内のサービスの調整、支援等他の機関との連携において必要な役割を果たす。 

5．看護職員  1 名以上 

医師の診療補助及び医師の指示を受けて利用者の看護並びに利用者と職員の健康管

理を担当する。 

6．生活支援職員 20 名以上 

障害福祉サービスの提供にあたり利用者の心身の状況等を的確に把握し、利用者に

対し、適切な介助を行う。 

7．栄養士  1 名以上 

栄養並びに利用者の身体の状況及び嗜好を考慮し、適切な時間に食事を提供するた

めに必要な役割を果たす。 

8．機能訓練指導員（作業療法士） 1 名以上 

利用者が日常生活を営むのに必要な機能の維持、回復に必要な訓練等を行う。 

第 7 条 営業日及び営業時間 

 障害福祉サービス（日中実施サービス）の営業日及び営業時間は、次のとおりとする。 

（1）営業日  原則として月曜日から金曜日とする。 

（2）営業時間 原則として 10：00から 16：00までとする。（送迎時間は除く） 

（利用定員） 

第 8条  事業所の障害福祉サービスの種類ごとの定員は、次のとおりとする。 

（1） 生活介護事業   定員 76 名 (内 20 名 通所) 

（2） 施設入所支援事業 定員 56 名 

（3） 短期入所事業  （併設型・空床型） 

 

（障害福祉サービスの種類ごとの内容） 

第 9 条  事業所が常に介護を必要とする利用者に提供する障害福祉サービスの種類ごとの

内容は次のとおりとする。 

（1）生活介護事業 

① 食事、入浴、排泄等の介護、日常生活上の支援等。 

② 創作的活動等の機会の提供。 

③ ①②を通じた身体能力、日常生活能力の維持・向上を目的として必要な介護等の

実施。 

④ 生活介護において常総市・つくばみらい市・取手市・守谷市全域を範囲として送

迎サービスを提供。(通所のみ) 

 

（2）施設入所支援事業 

    生活介護の対象者に対し、日中活動とあわせて、夜間等における食事、入浴、排泄

の介護等を提供することを目的として、障害者支援施設において必要な介護、支援等



- 4 - 

を実施する。 

 

 

   (3) 短期入所事業 

   短期間の入所を必要とする障害者等に対し、食事、入浴，排泄等の介護、日常生活

上の支援を提供するものとする。 

（提供する障害福祉サービスの主たる対象とする障害の種類） 

第 10条 事業所が利用者に提供する障害福祉サービスの主たる対象とする障害の種類は次

のとおりとする。 

（1）生活介護事業 身体障害者及び知的障害者 

（2）施設入所支援事業 身体障害者及び知的障害者 

 (3) 短期入所事業 身体障害者及び知的障害者 

（指定生活介護の内容及び手続きの説明及び同意） 

第 11条 事業所は、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、障害福祉サービス

の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用者に対し運営規程の概要、職員の勤務体制、

その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付

して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得るものとする。 

（契約支給量の報告等） 

第 12条 事業所は障害福祉サービスを提供するときは、当該サービスの内容、支給決定障

害者に提供することを契約した指定障害福祉サービスの量（以下「決定支給量」という）

その他必要な事項（以下「受給者証記載事項」という）を支給決定障害者の受給者証に記

載するものとし、事業所は障害福祉サービスの利用に係る契約をしたときは受給者証記載

事項その他の必要な事項を援護の実施者たる市町村に対し遅滞無く報告するものとする。

また利用者の数の変動が見込まれる場合には、速やかに都道府県に報告するものとする。 

2 受給者証記載事項に変更があった場合に援護の実施者たる市町村に報告する。 

（提供拒否の禁止） 

第 13条 事業所は正当な理由無く障害福祉サービスの提供を拒んではならないものとする。 

（支給決定障害者から受領する費用及びその額） 

第 14条 事業所が提供した障害福祉サービスの使用料は、厚生大臣が定める基準によるも

のとし、当該サービスが法定代理受領サービスであるときは、その 1 割の額と食事の標

準負担の額とする。 

2  次に挙げる項目については、別に利用料金の支払いを受ける。 

（1） 被服費 

（2） 日用品費 

（3） 創作的活動または生産活動に係る材料費 

（4） 前各号に揚げるもののほか、日常生活においても通常必要となるものに係る費用
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で、利用者が負担することが適当と認められる費用 

3  前項の費用の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に当該サー

ビスの内容及び費用について説明をした上で、同意を得るものとする。 

（利用者負担額等に係る管理） 

第 15条 事業者は、利用者が同一の月に他の指定障害福祉サービスを受けたときは、当該

同一の月に受けた指定障害福祉サービスの額から介護給付費または訓練棟給付費の額を

控除した額の合計（以下「利用者負担額等合計額」という）を算定するものとする。こ

の場合において利用者負担額等合計額が負担上限月額を超えるときは、事業所は、当該

指定障害福祉サービスの状況を確認の上、利用者負担額等合計額を市町村に報告すると

ともに、支給決定障害者に通知するものとする。 

（介護給付費又は訓練棟給付費の額に係る通知等） 

第 16条 事業所は法定代理受領により市町村から施設障害福祉サービスに係る介護給付費

又は訓練等給付費の支給を受けた場合は、利用者に対し、その額を通知するものとする。 

2 事業所は法定代理受領を行わない指定障害福祉サービスに係る費用の支払いを受けた

場合は、その提供した指定障害福祉サービスの内容、費用の額、その他必要と認められ

る事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対し、交付する。 

（サービス利用にあたっての留意事項） 

第 17条 利用者は、サービス利用にあたっては、次の事項に留意する 

（1）共同生活の秩序を保ち、利用者同士の相互理解のもと、相互の親和を深める。 

（2）火気の取り扱いには、厳重に注意すること。 

（3）その他、管理上必要な事に従うこと。 

（施設サービス計画の作成等） 

第 18条 サービス管理責任者は、法の定めに従い、利用者に対するアセスメント、施設サ

ービス計画の作成、定期的なモニタリングを実施する。 

2 サービス管理責任者は、施設サービス計画の作成に係る会議を開催し、前項に規定する

施設サービス計画の原案の内容について意見を求めるものとする。 

（相談及び援助） 

第 19条 事業所は常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、

利用者又はその家族に対して、その相談に応じるとともに、必要な助言その他の行うこ

ととする。 

2 事業所は、利用者が、当該指定障害者支援施設以外において昼間における障害福祉サー

ビスの利用を希望する場合には、他の指定障害福祉サービス事業者等との利用調整に必

要な支援を実施するものとする。 

（苦情対応） 

第 20条  提供した障害福祉サービスに関する利用者からの苦情に対して、迅速かつ適切に

対応するため、受付窓口の設置、担当者の配置、事実関係の調査の実施、改善措置、利
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用者又は家族に対する説明、記録の整備その他必要措置を講じるものとする。 

（損害賠償） 

第 21条  利用者に対する障害福祉サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合に

は、損害賠償を速やかに行う。 

（衛生管理） 

第 22条  障害福祉サービスに使用する備品等を清潔に保持し、定期的な消毒を施す等、常

に衛生管理に十分留意するものとする。 

2  職員等は、感染症等に関する知識の習得に努める。 

（緊急時等における対応方法） 

第 23条 障害福祉サービスの提供中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じた時

は、速やかに担当医師に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告しなければ

ならない。 

（非常災害対策） 

第 24条  障害福祉サービスの提供中に天災その他の災害が発生した場合、職員は利用者の

避難等適切な措置を講ずる。また、管理者は、日常的に具体的な対処方法、避難経路及

び協力機関等との連携方法を確認し、災害時には避難等の指揮をとる。 

2  非常災害に備え、別に定める消防計画に基づき、定期的に避難訓練を行う。 

（秘密保持） 

第 25条 職員は、正当な理由がなくその業務上知り得た利用者又はその家族等の秘密を漏

らしてはならない。またその必要な措置を講ずる。 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 26条 虐待の疑いがある場合や虐待が起きそうな兆候を発見した時には、行政担当者と

ともに連携をしながら、早期発見と早期の適切な対応を行う。 

2 成年後見制度活用の必要性がある場合、行政の連携のもとで利用支援を行う。 

3 虐待防止、啓発、普及のための研修に毎年職員を派遣する。（県や市町村主催研修） 

4 苦情解決体勢の整備のために、苦情解決責任者 1名、苦情受付担当者 2名、第三者委員

2名を配置する。 

5 苦情が発生し場合は、責任者また第三者委員に報告し、忠実な対応を行い苦情内容を確

認し、迅速な解決、サービスの改善を図る。 

6 事業所で解決できない苦情は県の運営適正化委員や市町村担当者に照会、連絡する。 

（その他運営についての重要事項） 

第 27 条  事業所の会計は他の会計と区別し、毎年 4 月 1 日から翌年の 3 月 31 日の会計期

間とする。 

2  事業所の運営規程の概要、職員等の勤務体制、サービスの選択に必要な重要事項を見や

すい場所に掲示する。 

3  事業所には、設備、備品、職員、会計に関する諸記録の整備を行う。又、ケース記録、
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利用者負担金出納簿等、障害福祉サービス提供に関する記録を整備するとともにその完

結の日から 2ヶ年間保存する。 

4  事業所は、職員等の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものとし、ま

た、業務体制を整備する。 

（イ）採用時研修  採用後 1 か月以内 

（ロ）継続研修  随時 

5  この規程に定める事項の他、運営に関する重要事項は社会福祉法人と事業所の管理者と

の協議に基づいて定めるものとする。 

 

附則 

この規程は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

この規程は、平成 25 年４月 1 日から施行する。 


